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１． はじめに 

中国経済は，近年驚異的な高度成長を達成し，国民生

活が豊かになったとともに，モータリゼーションが進

展し工業化と都市化も進んだ．それにより，PM2.5等の

環境汚染が深刻となり，国民健康への影響が懸念され

ている．また，石油の消費も急増し，地球温暖化問題と

ともにエネルギー安全保障面からの懸念も指摘されて

いる．そのため，新エネルギー自動車（以下「新エネ車」

という）への注目が高まっている．中国では，新エネ車

とは，電気自動車（EV），プラグインハイブリッド車

（PHV）および燃料電池車（FCV）を指す．しかし，新

エネ車は車体価格が相対的に高く，なかなか普及して

いない状況にある．これに対し，購入補助金や税制優遇

措置，ナンバープレートの優先交付などユーザーへの

支援施策も導入されてきた．しかし，補助や税の優遇は

税源が必要であるし，優先ナンバー交付は従来車の購

入者には不利益をもたらす． 

そこで本研究では，補助や税の優遇などの新エネ車

普及促進策について，財源負担や政策の不利益を加味

した上で，効率的に普及促進させる政策水準を明らか

にすることを目的とする．具体的には，新エネ車への投

資を考慮した逐次動学 SCGE モデルを開発し，政策の

負担面も含めた新エネ車普及促進政策の評価を行う． 

 

２． 中国における自動車普及の現状 

中国では，2000 年に入り急速に自動車台数が増加し

ている（図-1）．2010 年に入り，マクロ経済調整や政策

導入によって少しスピードダウンしたが，自動車保有

の増加は続く見込みとされている．一方で，新エネ車の 

 

図-1 中国の自動車普及台数 1) 

普及は普及推進モデル都市でも三分の二の都市は普及

目標に及ばない状況である（図-2）． 

 

図-2 15 都市の新エネ車普及状況および普及目標 2) 

 

３． 自動車保有・利用の費用推移 

 新エネ車が普及しない原因として，航続距離への不

安や充電インフラの不足，そして価格の高さが最大の

障壁と考えられる．しかし，新エネ車は基本的には燃費

が良いため，自動車の購入から廃棄までの保有・利用の

総費用を見ると，実は従来車より安くなる可能性があ

る．そこで，総費用構成を以下の通りとして，新エネ車

と従来車の総費用を推計して比較を行った． 

 

図-3 新エネ車の市場発展のモデルイメージ3) 

総費用＝車体費用+保有費用+走行費用-補助金-減税額 

ただし，保有費用＝(保有税+車検費用+保険料)[元/年]×

保有年数，走行費用＝燃料代[元/年]×保有年数 

なお，ここでは乗用車が 15 年 15 万キロ走るとして，

新エネ車（EV 車）と従来車（ガソリン車）の総費用を

推計した．その結果が表-1 である．最終的には従来車の

総費用の方が高くなっていることがわかる． 

表-1 計算結果（補助金は北京の額）単位：万元 
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例となる車種 車体費用 保有費用 ランニングコスト減税額 補助金 総額(万元)
腾势（2014尊贵版） 39.9 9.7 1.764 2.5 10.8 38.064
ベンツB200 30 13.65 8.775 0 0 52.425
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    図-4 保有年数による総費用の推移 

総費用の推移の推計結果を示したものが図-4 である．

初期時点では EV 車の総費用が高いが，保有年数が長く

なるにつれ，EV 車と従来車の費用の差額が縮小する．

そして，保有年数が 10.5 年を超えると，EV 車の総費用

が従来車を下回ることがわかる．なお，これは補助金を

ゼロとしたケースであり，補助金を導入すればその年

数はさらに短くなる． 

 

４． 動学 SCGEモデルの構造 

3 節では，EV 車は初期費用が高いが，総費用から見

れば従来車より安くなる可能性のあることを明らかに

した．これは，車両購入に伴う EV 車の初期投資が EV

車普及の障害になっていることを示唆するものといえ

る．そこで本研究では，秋山 4)による空間的応用一般均

衡モデルの動学化を行い，EV 車あるいは新エネ車の購

入に対する助成等の効果を明らかにする．以下では本

モデルの概要を示す． 

 

図-5 動学SCGEモデルで想定する経済の全体構成 

本SCGEモデルは，中国を対象として，中国全土を3地

域に分割する．各地域には14部門の産業と1部門の運輸

からなる企業部門，そして家計部門，政府部門，民間投

資部門が存在する．運輸部門はデータの都合により交

通機関を考慮せず一つの運輸部門としている． 

企業は，家計が提供する生産要素（労働，資本）およ

び中間財を投入して財・サービスを生産し，家計は生産

要素を供給して所得を得て，その所得をもとに企業の

生産した財・サービスを消費するという経済活動を行

う．民間投資部門は家計貯蓄と海外貯蓄を受け取り，民

間投資需要を生じさせて民間投資を実行する．なお，本

動学モデルは逐次型動学モデルとし，家計の現在消費

額と貯蓄額は効用一定下での支出最小化行動により決

定されるとする．各年決定される貯蓄額はそのまま投

資に回され，その投資額分だけ次期の資本ストックが

増大するものと想定する．ここでは自動車も資本とし

て扱い，他の資本とは分けてモデル化する．さらに，新

エネ車と従来の化石燃料車とを分けて扱う．ここでは

新エネ車を扱いやすいEV車とすることにより，資本市

場は，1)EV車資本市場，2)化石燃料従来車資本市場，3)

その他の資本市場の３つとしている．各主体の行動モ

デルは基本的には，秋山でのものと同じであるが，動学

化の部分が異なるためその点を中心に記述する． 

 

4.1 家計の行動モデル 

 家計の行動モデルツリーを図-6 に示す．家計は，生

産要素を提供して得た所得から所得税を差し引いたも

のに対し，現在消費と貯蓄の決定を行う（第一段階）．

次に，現在消費に対し，合成消費財と余暇の消費量を決

定する． 

 

図-6 家計の行動ツリー 

一方，貯蓄に対しては，その他の資本への投資に貯

蓄するか，自動車資本への投資に貯蓄するかを決定す

る（第二段階）．最後に，自動車資本貯蓄に対し，従

来車かEV車かどちらの資本投資に貯蓄するのかを決め

る（第三段階）．以下，各段階の定式化を示す． 

「第一段階：現在消費と貯蓄」 

第一段階の支出最小化行動は以下となる． 
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XX

HU XpXpVp
FH


,

min  (1) 
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ただし，UH：効用；𝑋𝐻，𝑋𝐹：それぞれ現在消費量，貯

蓄量，𝑝𝐻，𝑝𝐹：それぞれ現在消費財価格，貯蓄財価格，

𝛼𝐶 , 𝛽𝐶 , 𝑟𝐶：分配パラメータおよび効率パラメータ，𝜎𝐶：

代替弾力性パラメータ． 

第二段階からは投資モデルである． 

「第二段階：その他の投資財，自動車投資財への貯

蓄」 

家計は第一段階で決定された貯蓄に対し，その他の

投資財へ貯蓄するか，自動車投資財へ貯蓄するかを決

定する．その支出最小化行動は以下となる． 
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ただし，𝑃𝐹 , 𝑃𝑂 , 𝑃𝐴:それぞれ貯蓄財，その他の投資財，自

動車投資財の価格，𝑋𝐹 , 𝑋𝑂 , 𝑋𝐴:それぞれ貯蓄量，その他

投資財貯蓄量，自動車投資財貯蓄量， 𝛼𝐹 , 𝛽𝐹 , 𝑟𝐻:分配パ

ラメータおよび効率パラメータ，𝜎𝐻：代替弾力性パラ

メータ． 

「第三段階：従来車投資財，EV車投資財への貯蓄」 

次に，自動車投資財への貯蓄量に対し，従来車投資

財とEV車投資財への貯蓄を決定する． 
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式(5)の GFp と EFp は，「投資による収益」と「貯蓄

による損失」がバランスするとの仮定，すなわち以下の

等式より導出される． 

   GFZGGG XpXr  1  (7) 

ただし， Gr：従来車資本の利子率．なお，これは耐用年

数を15年とすると
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Gr より求められる．ここで，

i：社会的割引率であり4％とする．また， GX の価格す

なわち従来車投資財の価格を Gp とし，式(7)の両辺を Gr

で割った上で Gp を両辺に乗じると以下が得られる． 
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この結果，上式の左辺は従来車投資額となり，貯蓄が

そのまま投資に回されるという前提をおけば「投資額=

貯蓄額」が成立するので，式の右辺は従来車貯蓄額とみ

ることができる．そして，𝑋𝐺𝐹が従来車貯蓄量と考えれ

ば、その価格𝑝𝐺𝐹は上式の𝑋𝐺𝐹の係数と定義できる。 
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式(9)は，従来車貯蓄価格𝑝𝐺𝐹である．式(9)では，例え

ば税率𝜏𝐺が上がると𝑝𝐺𝐹が上昇し，従来車貯蓄量すなわ

ち従来車投資が減少する．一方，𝑟′Gが上がれば𝑝𝐺𝐹が低

下し，従来車投資が増加するという自然な結果が得

られる． 

同様にEV車貯蓄価格も
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1
のように

導出できる．これより税率𝜏𝐸を下げれば貯蓄価格𝑝𝐸𝐹が

低下し，EV車貯蓄量すなわちEV車投資が増加する．ま

た，補助金もEV車投資財価格𝑃𝐸を下げるため，貯蓄量

すなわち投資が増加することが表現できている。 

 

4.2 企業・運輸企業の行動モデル 

 企業の行動モデルは，秋山でのSCGEモデルと同様で

ある（図-7）． 

 運輸企業の行動モデルも，基本的には秋山でのSCGE

モデルと同様であり，本モデルも，運輸企業はODに対

し運輸サービスを供給するものとする．なお，運輸企業

の投入する資本は従来車資本とEV車資本となっている

（図-8）． 

 

図-7 企業の行動ツリー 

  

図-8 運輸企業行動ツリー 
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4.3 二酸化炭素排出量の算定 

二酸化炭素排出量は以下より求める．ここでは，化石

燃料従来車を投入して生産する運輸部門の生産量に，

二酸化炭素排出量原単位を乗じることにより二酸化炭

素排出量を導出した．なお，本研究で用いた二酸化炭素

原単位は，基準年での二酸化炭素総排出量を総従来車

台数で除して求めた，1.504（tCO2/年・台）を用いた． 

 

５． 数値シミュレーション結果 

数値計算では，まず４．の投資モデルを考慮しない形

で計算を行った．すなわち，各資本への投資割合を次の

とおり外生的に与えて計算したものである．1)貯蓄率は

平均26％で固定とした，2)各自動車への投資は従来車6

割，新エネ車4割で固定とした． 

 

図-9 実質GDPおよびGDP成長率の推移 

 

図-10 地域別EV車普及率の推移 

 

図-11 地域別CO2排出増加率の推移 

GDP推計結果は，その他全国のGDP成長率が最も高

い結果となった．中国全国では，GDP成長率が2006年

の6.4％から徐々に下がるが，最終的には5％の成長率

を保つ結果となった．ただし，現実の成長率は再現で

きていない．これは，企業の生産技術革新がモデルで

は考慮できていないためと考えられ，今後その再現に

向けた調整計算を行う必要がある． 

EV車の普及は，増加率を見るとC2地域が一番大きい．

これはC2地域の一人当たりのGDPが最も高く，EV車へ

の投資額が相対的に大きくなったためと考えられる．

一方，その他全国は，EV車台数の増加が最も多かった

が，普及率は他地域より低い．これは，その他全国の一

人当たりGDPは他よりも低く，車体費用の低い従来車

へと投資する傾向がでたためと考えられる． 

運輸部門のCO2排出量は増えているが，増加率は2006

年の7％から2020年は2.8％まで大きく下がった．地域別

の結果を見ると，その他全国のCO2排出増加率の低下が

最も大きかった．C1地域のCO2排出増加率は2011年頃で

0％になり，その後はマイナスとなった．C2地域は2006

年の3％から徐々に下がり，2009年以後は0％となった、

これらはEV車普及がもたらした効果と思われる． 

 

６． おわりに 

本研究では，新エネ車への投資を考慮した逐次動学

SCGEモデルを開発し，政策の負担面も含めた新エネ車

普及促進政策の評価が行うための枠組みを構築した．

また，投資モデルは考慮できていない形ではあるが，数

値計算を行った．その結果は下のとおりである． 

(1)EV車の普及率を与えることにより，EV車の普及を介

してCO2排出量がどれだけ削減されるのかが明らかと

なった． 

(2)家計所得の高いC2あるいはC1地域のEV車普及率が

高く，収入の低いその他全国でのEV車普及率は低くな

る結果となった． 

 なお，投資モデルを考慮したEV車普及状況の結果お

よびEV車普及促進策の評価結果については講演時に報

告する予定である． 
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